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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第62期
第２四半期連結
累計期間

第61期

会計期間

自平成23年
２月１日
至平成23年
７月31日

自平成24年
２月１日
至平成24年
７月31日

自平成23年
２月１日
至平成24年
１月31日

売上高（千円） 823,325 683,1721,504,263

経常損失（千円） 36,299 56,993 240,794

四半期（当期）純損失（千円） 28,202 60,404 372,210

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△41,603 △68,623△338,103

純資産額（千円） 3,786,3763,360,8143,441,894

総資産額（千円） 4,716,2454,173,9334,274,367

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（円）
4.27 9.15 56.37

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 78.9 80.5 80.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△92,424 33,939 △96,372

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
170,290△20,793 158,114

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,097 △3,099 △4,833

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
959,117 946,510 934,668

　

回次
第61期

第２四半期連結
会計期間

第62期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自平成23年
５月１日
至平成23年
７月31日

自平成24年
５月１日
至平成24年
７月31日

１株当たり四半期純損失金額

（円）
5.42 9.39

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、１株当たり四半期（当期）純損失金額であ

り、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４. 第61期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

５．第62期第１四半期連結会計期間から不動産賃貸収入及び不動産賃貸原価について表示方法の変更を行って

おり、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）を適用

し、第61期第２四半期連結累計期間及び第61期連結会計年度の四半期連結財務諸表及び連結財務諸表につい

て遡及処理しております。

　

２【事業の内容】

  当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容の変更は以下の

とおりであります。また、主要な関係会社における異動はありません。

　当社グループにおいて、電子部品材料製品の中国生産移管を全面的に実施し、当社の事業内容を見直した結果、国内

不動産の有効活用を目的として、不動産賃貸事業を主要事業の一つとして位置付けております。この結果、当社グルー
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プにおいては、電子部品材料事業及び不動産賃貸事業の２事業を営むこととなりました。なお、当該２事業はセグメン

ト情報における区分と同一であります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

     　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

     　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

なお、当社グループは、前連結会計年度に１億９千８百万円の営業損失、３億７千２百万円の当期純損失を計上し

たことに加え、当第２四半期連結累計期間において、８千７百万円の営業損失、６千万円の四半期純損失を計上する結

果となったことにより、継続企業の前提に関する注記を開示するまでには至りませんが、継続企業の前提に重要な疑

義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。

引き続き、営業損失の改善に関する取り組みを継続いたしますが、当該対応策は、３．「財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」に記載しております。

　

２【経営上の重要な契約等】

     当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

(1）経営成績の分析

　当第２四半期連結累計期間における世界経済といたしましては、欧州の債務危機が再燃し、米国・欧州経済の落ち

込みやアジア並びに中南米の新興国の経済成長の鈍化により、全体としては世界経済は低迷し、先行きの見通しが

困難な状況が続きました。

　一方、我が国経済におきましては、東日本大震災に起因する一時的な停滞から緩やかな回復を続けていましたが、

昨年からの大幅な円高や電力供給不安、更にデフレ経済下での増税懸念など、引き続き厳しい経済環境が続くこと

が予想されます。

　当電子部品業界は世界市場全体での需給調整も落ち着き、回復基調で推移していくものと期待しておりましたが、

ユーロ圏での経済不安に伴う電子部品の発注停滞、さらに国内ではエコカー補助金終了後の反動による需要減退が

懸念されるなど、先行き不透明な状況となっております。

　この様な市場環境の中で当社グループは、小型フェライトコア並びにコイル・トランス製品を中心とした拡販活

動を国内外市場で積極的に展開いたしました。また、海外での製造原価削減と品質改善に取り組み、世界競争に打ち

勝つことの出来る高性能で高品質の製品を生産すべく活動を続けてまいりました。

　第２四半期連結累計期間の売上高は６億８千３百万円（前年同期比１７.０％の減少）となりました。内訳といた

しましては、コイル・トランスの販売は海外市場向け、並びに車載向けが回復し、堅調に推移しました。フェライト

コア販売は、車載向けは好調でしたが、それ以外の分野は景気低迷の影響を受け国内外ともに伸び悩んだため、売上

全体としては前年同期を下回る結果となりました。

　損益面では、経費等の削減に努めたものの、受注低迷による売上高の低下により営業損益は８千７百万円の損失

（前年同期は３千１百万円の営業損失）となりました。経常損益は５千６百万円の損失（前年同期は３千６百万円

の経常損失）、四半期純損益は６千万円の損失（前年同期は２千８百万円の四半期純損失）となりました。

　

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①電子部品材料事業

　コイル・トランス販売は海外市場向け、並びに車載向けが回復し堅調に推移しましたが、フェライトコア販売は、

車載向けは好調でしたがそれ以外の分野は景気低迷の影響を受け国内外とも伸び悩んだ結果、当事業の売上高は６

億５千７百万円（前年同期比１７.６％の減少）となり、セグメント損失は１億８百万円（前年同期は５千１百万

円のセグメント損失）となりました。

②不動産賃貸事業

　不動産賃貸面積の追加契約により、当事業の売上高は２千６百万円（前年同期比２.４％の増加）となり、セグメ

ント利益は２千１百万円（前年同期比４.３％の増加）となりました。
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(2) 財政状態の分析　

  当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べて１億円減少し、４１億７千３百万

円となりました。このうち、流動資産は１８億２千５百万円、固定資産は２３億４千８百万円となりました。　

  当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べて１千９百万円減少し、８億１千３

百万円となりました。このうち、流動負債は１億５千８百万円、固定負債は６億５千５百万円となりました。　　　　　　　

　　　　

  当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べて８千１百万円減少し、３３億６

千万円となりました。

   

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

１千１百万円増加し、９億４千６百万円（前第２四半期連結会計期間末残高は９億５千９百万円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によって得られた資金は、３千３百万円（前年同四半期は９千２百万円の減少）となりました。これは主

に、たな卸資産及びその他流動資産の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によって使用した資金は、２千万円（前年同四半期は１億７千万円の増加）となりました。これは主に、

子会社株式の取得によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によって使用した資金は、３百万円（前年同四半期は２百万円の減少）となりました。これは主に、リー

ス債務の返済支出によるものであります。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２千万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）従業員数

　当第２四半期連結累計期間において、電子部品材料事業に係る連結子会社である珠海富田電子有限公司の生産体

制拡充を図ったため、当社グループの従業員数は前連結会計年度末に比して109名増加し576名となりました。

　なお、従業員数は就業人員数であります。

　

　　(7）営業損失の計上についての分析、検討内容、及び解消、改善するための対応策

　当社グループは、営業損失の改善に向けて、以下記載のとおり取り組んでおります。

・国内市場においては、海外製品のアウト・インを拡大しコストダウンに努めるとともに、コイル・トランスの一

層の拡販をはかる。

・海外においては、中国国内市場並びに欧州市場への販売拡大を積極的に進める。生産体制においては工程能力の

見直しや加工時間の圧縮により、コストダウンを強力に推進し、同時に、中国での現地調達部材の活用範囲を拡大

し、低コスト且つ高品質のフェライト製造技術を更に進展させ、収益体制の改善に向けて取り組む。

・研究開発においては、フェライトに関しては、新材質開発、既存材質の改良・改善及び低コスト化並びに世界トッ

プクラスの２Ｎ材質シリーズの販売拡大に努める。また、コイル・トランスでは小型・効率化更には車載用ＤＣ／

ＤＣコンバータトランス、ＬＥＤ照明用電源トランス、産機用センサーコイル、各種ＳＭＤトランス、インバータト

ランスの開発等、製品領域の拡大に取り組む。

　更なる徹底したコスト削減に取り組み、支出を抑制しながら効率的な事業活動を行い、収益改善及び受注拡大をは

かり業績向上に注力してまいります。　
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成24年７月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年９月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 8,169,793 8,169,793

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

 1,000株

計 8,169,793 8,169,793 － －

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

   

（４）【ライツプランの内容】

　  該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成24年５月１日～

平成24年７月31日
－ 8,169,793－ 1,966,818－ 1,334,518
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（６）【大株主の状況】

 平成24年７月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

プラニングカミヤ株式会社 鳥取県鳥取市興南町68 1,294 15.84

神谷　哲郎 鳥取県鳥取市 748 9.16

ソシエテ　ジエネラル　エヌ

アールエイ　エヌオーデイテ

イテイ       

ＳＯＣＩＥＴＥ　ＧＥＮＥＲＡＬＥ　29　ＢＯ

ＵＬＥＶＡＲＤ　ＨＡＵＳＳＭＡＮＮ　ＰＡ

ＲＩＳ－ＦＲＡＮＣＥ 

640 7.83

 （常任代理人香港上海銀行

東京支店）

（東京都中央区日本橋３－11－１）    
  

米村　震之助 鳥取県鳥取市 444 5.43

上田　満 神奈川県藤沢市 317 3.88

株式会社山陰合同銀行 島根県松江市魚町10 233 2.85

（常任代理人資産管理サー

ビス信託銀行株式会社)

（東京都中央区晴海１-８-12晴海アイラン

ドトリトンスクエアＺ棟) 
        

神谷　幸之助 東京都目黒区 195 2.38

エスアイエツクス　エスアイ

エス　エルティーディー

ＢＡＳＬＥＲＳＴＲＡＳＳＥ　100，ＣＨ－

4600　ＯＬＴＥＮ　ＳＷＩＴＺＥＲＬＡＮＤ 
195 2.38

 （常任代理人株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）

（東京都千代田区丸の内２－７－１)    
  

梶川　融 東京都渋谷区 164 2.00

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 143 1.75

計 － 4,374 53.55

　（注）当社は自己株式1,569,276株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年７月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式1,569,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式6,561,000 6,561 －

単元未満株式 普通株式   39,793 －
１単元(1,000株)未

満の株式

発行済株式総数 8,169,793 － －

総株主の議決権 － 6,561 －

　

②【自己株式等】

 平成24年７月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義　　　所
有株式数（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

トミタ電機株式会社
鳥取県鳥取市幸町

123番地
1,569,000 － 1,569,000 19.20

計 － 1,569,000 － 1,569,000 19.20
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２【役員の状況】

  該当事項はありません。　
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年５月１日から平成

24年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年７月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 934,668 946,510

受取手形及び売掛金 354,382 350,422

商品及び製品 174,109 125,419

仕掛品 159,263 155,662

原材料及び貯蔵品 148,586 144,492

その他 131,304 103,376

貸倒引当金 △196 △209

流動資産合計 1,902,119 1,825,675

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 241,760 228,569

機械装置及び運搬具（純額） 31,580 27,283

土地 1,766,275 1,766,275

リース資産（純額） 4,949 4,343

その他（純額） 22,940 24,579

有形固定資産合計 2,067,505 2,051,050

無形固定資産 42,590 48,370

投資その他の資産

投資有価証券 259,330 246,353

長期前払費用 2,708 2,369

その他 648 648

貸倒引当金 △535 △535

投資その他の資産合計 262,152 248,835

固定資産合計 2,372,248 2,348,257

資産合計 4,274,367 4,173,933
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年１月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 65,447 67,252

未払法人税等 8,987 6,397

未払費用 54,192 52,197

賞与引当金 5,304 5,304

その他 26,116 26,873

流動負債合計 160,047 158,025

固定負債

リース資産減損勘定 6,605 4,377

繰延税金負債 5,388 4,360

再評価に係る繰延税金負債 237,721 237,721

退職給付引当金 172,333 150,076

役員退職慰労引当金 220,392 225,965

その他 29,984 32,592

固定負債合計 672,425 655,093

負債合計 832,473 813,119

純資産の部

株主資本

資本金 1,966,818 1,966,818

資本剰余金 1,733,491 1,334,518

利益剰余金 △240,371 98,196

自己株式 △226,368 △226,554

株主資本合計 3,233,570 3,172,979

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △2,609 △13,170

土地再評価差額金 278,760 278,760

為替換算調整勘定 △80,097 △77,755

その他の包括利益累計額合計 196,053 187,834

少数株主持分 12,270 －

純資産合計 3,441,894 3,360,814

負債純資産合計 4,274,367 4,173,933
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年７月31日)

売上高 823,325 683,172

売上原価 641,846 559,975

売上総利益 181,478 123,197

販売費及び一般管理費 ※
 213,024

※
 210,840

営業損失（△） △31,546 △87,643

営業外収益

受取利息 7,989 232

受取配当金 3,817 2,752

投資有価証券売却益 6,620 －

為替差益 － 21,671

雑収入 5,173 6,607

営業外収益合計 23,600 31,263

営業外費用

為替差損 27,516 －

雑損失 836 613

営業外費用合計 28,353 613

経常損失（△） △36,299 △56,993

特別利益

投資有価証券売却益 22,452 24

特別利益合計 22,452 24

特別損失

固定資産除却損 51 1

投資有価証券売却損 7,013 －

投資有価証券評価損 5,188 880

特別損失合計 12,252 882

税金等調整前四半期純損失（△） △26,099 △57,851

法人税、住民税及び事業税 2,553 2,553

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28,652 △60,404

少数株主損失（△） △450 －

四半期純損失（△） △28,202 △60,404
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年７月31日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △28,652 △60,404

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △27,094 △10,561

為替換算調整勘定 14,143 2,342

その他の包括利益合計 △12,951 △8,218

四半期包括利益 △41,603 △68,623

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △39,305 △68,623

少数株主に係る四半期包括利益 △2,298 －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年２月１日
　至　平成23年７月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年２月１日
　至　平成24年７月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △26,099 △57,851

減価償却費 47,338 31,406

長期前払費用償却額 188 339

のれん償却額 － 2,605

貸倒引当金の増減額（△は減少） 18 13

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,025 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △25,338 △22,256

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,564 5,572

受取利息及び受取配当金 △11,806 △2,984

為替差損益（△は益） 24,797 △11,374

投資有価証券売却損益（△は益） △22,059 △24

投資有価証券評価損益（△は益） 5,188 880

有形固定資産除却損 51 1

売上債権の増減額（△は増加） △72,566 6,640

たな卸資産の増減額（△は増加） △30,907 61,328

その他の流動資産の増減額（△は増加） 12,611 24,305

仕入債務の増減額（△は減少） △13,359 1,427

その他の流動負債の増減額（△は減少） 18,824 △1,632

その他の固定負債の増減額（△は減少） △5,897 △4,203

小計 △99,555 34,192

利息及び配当金の受取額 11,816 2,989

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △4,685 △3,242

営業活動によるキャッシュ・フロー △92,424 33,939

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △31,930 △8,522

有形固定資産の売却による収入 292 －

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 201,765 3,410

子会社株式の取得による支出 － △15,679

その他の収入 164 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 170,290 △20,793

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △30 △186

リース債務の返済による支出 △2,067 △2,913

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,097 △3,099

現金及び現金同等物に係る換算差額 △5,405 1,796

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 70,362 11,842

現金及び現金同等物の期首残高 888,755 934,668

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 959,117

※
 946,510
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。　

　

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年７月31日）

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)

     第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会

計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。　

　

(表示方法の変更)

  従来、不動産賃貸収入、不動産賃貸原価については「営業外収益」、「販売費及び一般管理費」及び「営業外費用」

の区分に計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より「売上高」、「売上原価」の区分に計上する方法に変更

いたしました。

　この変更は、電子部品材料製品の中国生産移管を全面的に推進したことから、当社の国内事業内容の見直しを実施し、

今後における国内不動産の有効活用を当社の主要な収益源の一つと位置付けたことに伴い、事業運営の実態をより適

切に表示するために行ったものであります。

　この表示方法の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組み替えを行っておりま

す。この結果、前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、「営業外収益」の「受取賃貸料」に表示

していた25,480千円は「売上高」に、「販売費及び一般管理費」に表示していた2,915千円及び「営業外費用」の「賃

貸原価」に表示していた2,345千円は「売上原価」に組み替えております。 
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【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年７月31日）

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造運賃 35,192千円

支払手数料 21,621千円

役員報酬 11,879千円

給料 61,068千円

賞与 6,021千円

賞与引当金繰入額 1,535千円

退職給付費用 3,460千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,740千円

法定福利費 5,083千円

減価償却費 11,545千円

※販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとお

りであります。

荷造運賃 31,991千円

支払手数料 17,908千円

役員報酬 11,154千円

給料 63,242千円

賞与 258千円

賞与引当金繰入額 1,774千円

退職給付費用 5,295千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,572千円

法定福利費 6,036千円

減価償却費 11,510千円

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年７月31日）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 959,117千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 959,117千円

　

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 946,510千円

預入期間が３ケ月を超える定期預金等 －千円

現金及び現金同等物 946,510千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成23年２月１日　至　平成23年７月31日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。　

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。　

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成24年２月１日　至　平成24年７月31日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。　

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計

期間末後となるもの

該当事項はありません。　
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成23年２月１日　至平成23年７月31日）

　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:千円)

　
電子部品材料
事業

不動産賃貸
事業

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高    　  

外部顧客への売上高 797,844 25,480823,325 － 823,325

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 797,844 25,480823,325 － 823,325

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△)
△51,766 20,220△31,546 － △31,546

(注）セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　　　

　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　 該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成24年２月１日　至平成24年７月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位:千円)

　
電子部品材料
事業

不動産賃貸
事業

計 調整額
四半期連結損
益計算書計上
額（注）

売上高    　  

外部顧客への売上高 657,091 26,080683,172 － 683,172

セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － －

計 657,091 26,080683,172 － 683,172

セグメント利益又はセグメン

ト損失(△)
△108,740 21,097△87,643 － △87,643

(注）セグメント利益又はセグメント損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

　　 　

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　　　　　　当社は電子部品材料製品の中国生産移管を全面的に推進したことから、国内事業内容の見直しを実施し、今後

における国内不動産の有効活用を当社の主要な収益源の一つと位置付けたことに伴い、事業運営の実態を

より適切に表示するため、不動産賃貸事業を「売上高」に計上する方法に変更し、第１四半期連結会計期

間より報告セグメントとして開示しております。

　　　　　　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したもの

を開示しております。　

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年２月１日
至　平成23年７月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年２月１日
至　平成24年７月31日）

１株当たり四半期純損失金額 4円27銭 9円15銭

（算定上の基礎） 　  

四半期純損失金額（千円） 28,202 60,404

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円） 28,202 60,404

普通株式の期中平均株式数（株） 6,603,222 6,601,423

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　            

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年9月14日

トミタ電機株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山本　操司　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　芳宏　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトミタ電機株式会

社の平成24年２月１日から平成25年１月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年５月１日から平

成24年７月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年２月１日から平成24年７月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トミタ電機株式会社及び連結子会社の平成24年７月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　（注） １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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